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航空機の安全性と信頼性

上山忠夫

1. まえがき

航空機は，その速さと快適な乗り心地により，

高速輸送機関として発達し，その生命である速度

では音速の 2 f{r..をこえる超青速輸送機コンコルド

が今年 1 月から定期輸送業務に従事し，待望のヨ

ーロッ八とアメリカを結ぶ大西洋空路も 5 月から

聞かれ，わずか 3 時間50分で， ロンドンあるいは

パリからワシントンに到着できるようになった.

一方長距離用としては約 300 人の旅客を乗せ，

東京 ニューヨーク聞を 13時間でひとつ飛びしう

るボーイング 747 の SP形が就航しているし，中

距離用としては300-500人の旅客を能率よく運べ

る，いわゆるエアパス機があいついで出現し iH(

ET速輸送機はますます大型化，高経済性へと発注

しつつある.

しかし，ときには多数の人命と高価な機材を」

瞬にして失う悲惨な事故が発生し，そのつど貴iÜ:

な経験を踏み越えて安全性の向上がはかられてき

ているが，事故はなかなか跡を絶たないのが現状

である.ここでは過去の航空機の事故統計から，

安全性の現状を解析し，その安全性向上のための

努力の方向と，改善のための具体策を示す.

また最近の航空機の安全性および信頼性向とに

対して開発および運用に用いられている技術的方

法についてものベる.

2. 航空機の事故統計

国際民間航空機構(International Civil Aviaｭ

tion Organisation，略称 ICAO)の統計による

と，最近の世界定期航空輸送における致命事政

は，表 1 および図 1 のとおりである.これによる

と旅客数×飛行距離あたりの航空事故による死亡

率は年々減少する傾向にあるが，死亡者の絶対数

は，逆に増加する傾向がある.

これは，致命事故の発生件数はあまりふえてい

表 1 ICAO における定期輸送機の致命事故

年

致命事故数*

致命事故/10' 着陪回数

致命事故/10' 飛行時間

死亡者数*

死亡者数/108旅客・km*

11960 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 

34 25 29 31 25 25 31 36 35 32 30 33 44 35 28 

.52 .38 .44 .46 .35 .33 .40 .35 .38 .34 .29 .31 .43 .30 .29 

.40 .31 .37 .39 .30 .29 .33 .29 .32 .27 .23 .26 .34 .25 .23 

873 805 778 715 616 681 1001 678 912 916 786 975 1402 957 1382 

.80 .69 .60 .49 .36 .35 .44 .25 .29 .29 .17 .20 .25 .15 .21 

(l主)本 1970年以降はソピ、エトが ICAO に加盟したため，ソビエトのデータを含む
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DC-lOが，パリ郊外で墜落し， 旅客・搭乗員全

員 346 人が死亡した史上最大の航空事故が含まれ

ている.定期便以外の不定期便では世界中で33件

の致命事故があり， 463 人が死亡し，小型機を含

めた一般用航空機では，世界的に詳細な統計はな

いが，致命事故約 1 ， 200 件，死亡者約 2 ， 000 人と

推定される.一方，わが国における航空事故の統

計は，一般用航空機および機材の損失などの人命

以外の事故を含めて表 2 のとおりで，年によって

死亡者数にかなりの差があるのは，表 3 V，こ示すよ

うな大型輸送機の致命事故が，昭和41年と昭和46

4403 年および47年に集中して発生したためである・
事
故

4202 3. 航空事故の分類
件
数

|叩 1962 制|揃 1捌 IC09"'70'-----;-;19'"7;;-2 ----,-19='7-~年

図 1 定期航空輸送における事故(ICAO 統計)

ないのに，最近の輸送機の大型化の傾向にともな

い回の事故での死亡者の数が増加してきたこ

とによるものと思われる.たとえば， 1974年の事

故のうちには 3 月 3 日トルコ航空のダグラス

表 2 わが国における航空事故
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最近の航空事故について，アメリカの運輸安全

委員会(National Transportation Safety Board, 
l略祢 NTSB) の発表した資料およびわが国での資

料をもとにして，事故発生の運航段階，事故の形

態および事故を招来した原因あるいは関連要悶別

に分類したものをもとにして検討を加えることに

する.

年 1 1966
全事故数 I 34 

致命事故数 I 7 

死亡者数 I 197 

全設録機数 I 811 880 952 1079 1160 1226 1263 1325 1388 1429 

67 68 69 70 71 72 73 74 75 運

48 56 36 46 35 44 46 49 45 着

8 7 3 12 9 10 14 7 7 71t 

16 17 10 21 241 169 25 12 11 離

表 4 運用段階別分類

用段階|発生割合%
陸時 46.5

行中 25.5

機種

表 3 わが固定期輸送機の重大事故

年月日[ 航空会社

66 2. 4 I 全日本空輸

11. 3 I 全日本空輸

71 7. 3 I 東亜国内航?;~

7. 30 I 全日本空輸

ボーイング 727

日航製 YS-ll

日航製 YS-l1

ボーイング 727

72 6. 14 I 日本航常 ダグラス DC-8

11. 29 I 日本航空 ダグラス DC-8 62 

1976 年 8 月号

死傷者数
場所 死者傷者

東京湾 133 0 

松山沖 50 0 

北海道
横津岳

右手県
雫石

インド
ニュデリー

ソビエト
モスクワ

68 

162 

86 

陸時

地上静 II二時

14.0 

7.0 

タクシング中 4. 7 

不 明 2.3 

表 5 形態別分類

運用段階 (発生割合%

。

地または水面に衝突 21. 4 
(操縦不能状態にて)

木，その他への衝突 19.0 

空中での衝突 9.5 

地またはJ能水状面態にに衝て突) 7.1 

その他 7.1 
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3.1 事故発生の運航段階

1970"'" 1974年のアメリカの定期輸法機の致命事

故をその発生段階別に分類すると，表 4 のように

なる.この統計によると着陸時の事故が約半数で，

タクシングを含め離着陸時の致命事故発生率は全

体の 2/3 をしめる.

3.2 致命事故の形態

1970"'" 1974年のアメリカの定期輸送機の致命事

故の形態について，もっとも多いものから 5 項目

をあげると表日のようになる.この統計によると，

操縦不能な状態で地面または水面に衝突および樹

木その他の物件に衝突して致命事故に至ったもの

が多い.

3.3 事故の原因あるいは関連要因

1970"'" 1974年のアメリカの定期輸送機の致命事

故の事故調査の報告から，その原因あるいは関連

要因と推定されたものを多いものからあげるとつ

ぎの表 6 のようになる.これによると操縦者に起

因するものと天候によるものが多く，機材の故障

によるものがこれについでし、る.

なお表 6 では，原悶または関連要悶が複合して

生じたと推定される場合は，京複してそれぞれの

分類に計上されているので総汁が 100% 以 l二にな

っているものと思われる.

3.4 わが国での事故の!京|且あるいは関連~凶

別分類

わが国の最近 101'[.聞の全航空事故を原凶あるい

表 B 原因あるいは関連要因別分類

原因あるいは関連要l凡|発生割合(%)

操縦者によるもの 55.6 

天候によるもの 38.9 

その他の各積要凶 13.9 

機体構造 8.3 

着陪装置 5.6 

動力装置 5.6 

システム 5.6 

二十器， 装備

原因不明

地形によるもの

空港施設によるもの

5.6 

5.6 

2.8 

2.8 
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表 7 わが国の航空事故の原因あるいは関連要因別

分類

原因あるいは関連要因 | 事故件数 |発生割合(%)

操縦者によるもの

天候その他によるもの

機材の故障によるもの

整備その他によるもの

249 内
今J
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守

'
i
q
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ぷ
u
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4
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ノ
に
ノ
ヴ

t

口
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守

は関連要問別に分類したものは表 7 のようにな

る.この表 7 は一般航空を含めた全航空機につい

ての統計で，表 6 のアメリカ定期輪選機の致命事

故のみの統計とは統計のとり方が異なるが，大体

の傾向は一致している.

以上，事故の分類を総括すると，航空事故は離

着陸時に 2/3 以上発生しており，とくに着陸進入

時に多く発生している. また事故の形態として

は，地面または水面あるいは樹木その他の障害物

に衝突する事故が多く，その原因または関連要因

としては操縦者によるものおよび天候によるもの

が多く，機材の故障によるものがこれについでい

る.

したがって，航空安全の向上のためには，これ

らの事故原因を減少させるために努力を集中すべ

きことがわかる.

なお ICAO においては， 世界各国の航空事Hi.

の統計を集め，電子rft 算機で処理することを目的

として，事故の分類法，記入方法などを国際的に

統一し，各国は分担してそれぞれの国で発生した

事故についてカードを作成し ICAO に送付する

ミとになれわが国では航空事故調査委員会がこ

の仕事を行なうよう準備を進めている.

航空事故調査委員会は昭和49年 1 月運輸省に設

問され，わが国におけるすべての航空事故の調査

を行なうとともに，必要に応じ事故防止のための

勧告を行なうことになっている.

4. 着陸時の航空機事故の防止

最近の輸送機の致命事故は前述のように着陸時

に多く，この段階で過去 5 カ年に約80件の致命事
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故が発生し，約 2 ， 600 人が死亡している.したが

ってこの種の事故を防止する方策を真剣に検討

し，航空機の安全性の向上に努力することがもっ

とも大切である.

(1)航空機設計上の考慮

( i ) 着陸速度の減少

最近のジェット輸送機は，新幹線の最高速度の

250kmh 程度で空港に進入してくるので，ちょっ

とした目測の誤り，判断あるいは操作の遅れが大

きな事故につながりやすい.また長大な滑走路が

必要となり，車輪あるいはタイヤなどの着陸装置

の故障による事故も起こりやすい.一般に着陸時

の事故は着陸速度の 2-3 乗に比例して増加する

といわれているので，高揚力装置の改良などによ

り着陸速度をさらに下げる努力が望まれる.

( ii ) 低速時の安定，操縦性の向上

高速性能向上のため，ジェット機は低迷時の安

定など，操縦性上解決すべき問題が多くなってき

た.ミのため可変後退翼あるいは積極的安定をは

かる白動安定操縦装置の導入，または着陸時の視

界確保のため，コンコルド機に見られるような機

民の折り曲げ構造の採用などが考慮されねばな

らない.

(iii) 人間工学的な改良

最近のジェット輸送機は，着陸時操縦者が行な

うべきタスクは非常に多く，しかも短時間に順序

どおりの処理が要求される.したがってタスク解

析を行ない，できるだけ自動化を進め，人間の負

担を減少させるとともに，着陸時機外の目標を見

ながら同時に必要な計総の指示を確認しうる，い

わゆる head up ディスプレイなどの採用あるい

は適切な警報装置の改良などにより人間の能力不

足による事故を極力防止することが必要である.

(iv) 火災防止と非常脱出

航空機の着陸時の事故は，火災をともなった場

合は多数の人命が失なわれ大惨事を起こす場合が

多い.

エンジン，燃料系統などの配置，遮熱構造ある

1976 年 8 月号

いは客室内の不燃性材料の使用，強力な消火装置

の装備などの防火対策のほか，多数の乗客がすば

やく機外に脱出しうるよう非常脱出口の配置なら

びにその構造の研究が大切である.

(2) 完全な計器自動着陸装置(ILS)の完成

現在の ILS は類別 II (滑走路視界 400m， 意志

決定高度 30m) までは誘導できるが，これ以下で

は操縦士の操縦に頼らなければならない.着陸時

の事故はこの聞に多く発生している.最近類別皿

の完全な ILS は実験が行なわれているが，まだ

実用の段階には達していない.前述の事故統計に

よると着陸 106 回に 3 回程度の事故が発生してい

るが， ILS の計画では 107 回に 1 回を信頼度目標

として開発が進められている.この完成が待たれ

る.

(3) 地面接近警報装置(GPWS)

GPWS (Ground Proximity Warning Sysｭ

tem)は，対地高度800m 以下で作動し，視覚，聴

覚の 2 種類の警報を同時に発信するもので，対地

高度だげでなく降下率および航空機の前方に存在

する山などの地形も考慮し，予想飛行経路に対す

る潜在的な危険も警報しうるもので，アメリカで

は 1975年末から法的に搭載が要求されている.完

全な ILS の完成までは， このような警報装置は

着陸時の事故防止にきわめて有効であろう.

(4) 飛行場および管制ならびに援助施設の整備

わが国の各空港は，空港整備計画により，順次

滑走路の拡張および管制!ならびに援助施設の増強

が行なわれているが，予算の制約でなかなか航空

機の進歩に追いつけないのが現状である.しかし

航空安全の見地からは!日も早く最新の設備，施

設を整備し，航空事故を未然に防ぐことが必要で

ある.

5. 航空機の安全性の確保

航空機は国際的な輸送機関であるので，その飛

行ならびに構造上の安全性については，国際的な

ICAO におし、てその基準が定められ，各国ともこ
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れをもとにして法律によって安全を確保してい

る.わが国では民間機については運輸大臣が制定

した“航空機および装備品の安全を確保するため

の技術上の基準1)" (以下単に耐空性基準という)

があり，これによる審査を受け，それに合格しな

いと運航はできない.また新機種の開発には，こ

の基準によって設計，製造を行ない，必要な地上

および飛行試験を行なって，その審査に合格する

と型式証明が与えられ，その後の量産機の製造，

販売が許される.

型式証明が与えられた航空機が，運航中に耐空

性に関する不具合あるいは事故を発生した場合に

は，ただちにその原因を調査し，対策を定め，耐

空性改善通報が出され，同一事故を再び繰り返え

さないような処置がとられる. 前述の 1974年の

DC-lQの事故は，貨物室のとびらが空中で突然聞

いたため生じたことが判明し，とびらの閉金具の

改造が確実に実施されるとともに，この種事故に

対する構造の設計基準の改善がはかられている.

ICAOの耐空性基準については 2 年に l 回委

員会が聞かれているが，このような過去の貴重な

経験を織り込み，たえすや改正が行なわれている.

たとえば，世界最初のジェァト輸送機“コメッド'

の相つぐ事故は，与圧胴体の疲れ破壊によるもの

と判明し，その後耐空性基準に疲れに関する詳細

な要求が取り入れられ，実物大供試機による疲れ

試験も行なわれるようになった.

つぎに航空機の安全性確保に重大な役割を果し

ているものに，日常運航会社で行なわれる整備，

定期検査および完全なオーバーホールがある.

航空機運航会社は，使用する航空機ごとに整備

要目と整備方法を定め，運輸大臣の許可を受け整

備を行なっている.これらの整備においては，故

障の生じやすいところは綿密に検査し，見いだし

た不具合は大事に到らない前に修理あるいは交換

される.なお従来はエンジンあるいは主要装備品

については，一定の時間ごとに完全な分解検査を

行なって再組み立てをしていたが，まだ正常に使
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用しうるものを分解，再組み立てをすると，工

数，費用がむだであるし，このためかえって故障

をまねく危険も生ずる.

そこで，最近は飛行中に故障の発生しやすい部

分についてはなんらかの方法で，たとえば温度，

振動，異物の混入などの状態をモニターし，故障

の前徴をつかみ，大きな故障に到るまえに検出，

取り換えあるいは修理するといった処置をとる，

いわゆる on condition の整備が行なわれるよう

になってきている.このためデータをモニターす

る小型の電子計算機内蔵の Airform Integrated 

Data System 略称 AIDS が活用されている.

このようにして，耐空性基準により，飛行なら

びに構造の安全の要求を明確に与え，つぎの主主で

述べる各種の解析方法を用いて機体にっくり込ま

れた安全性を，整備および検査によって維持向上

してゆくのが航空機の特色である.

6. 信頼性および安全性解析方法

最近の航空機の開発においては，信頼性および

安全性は，性能，価格あるいは納期jなどとともに

契約の重要項目に取り上げられ，それぞれの目標

を定め，その達成のためのプログラム管理が初期

設計の段階から運航使用の段階まで行なわれる.

信頼性は，その航空機の使命達成を妨げる機能

的な故障の除去が主目的であり，一方安全性は人

間あるいは資材の損傷を防ぐことが主目的で，危

険状態(ハザード)を事前に避ける対策を講ずるほ

か，ハザード発生後の被害を最小にする事後処理

も含まれる.

このような信頼性，安全性の日擦を具体的に航

空の設計に織り込み，運用段階で実現させるため

には，アポロ計画で用いられその効果を発揮した

つぎのいくつかの解析方法2) が活用されている.

(1)故障モードと影響解析(Failure Mode and 

Effect Analysis，略称 FMEA)

FMEAめはシステムを構成するサブシステムあ

るいは構成品について起こりうるすべての故障モ
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ードを列挙し，それがシステムの使命達成にどの

ような影響をおよぼすかを検討し，その結果の重

要度に応じてその故障そードの除去あるいは許容

水準以下に制御するなどの対策を行ない，信頼性:

を向上するための解析方法で，この場合，その故

障の発生確率を考慮、して重要度を格付けする場合

には， Failure Mode and Criticality Analysis 

略称 FMECA とよばれる方法が用いられる.

(2) 故障ハザード解析(Fault Hazard Analyｭ

sis，略称 FHA)

FHA は安全性の見地から行なわれる FMEA

と同様な解析方法であるが， FMEA はハードウ

エアについての故障のみを取り上げるのに対し，

FHA は人間の誤り，ほかの出力の影響などによ

る複合した事象をも取り上げ，一般には FMEA

の延長として行なわれる.

(3) 故障の木解析 (Fault Tree Analysis，略

称 FTA)

FHA によって見いだされた人命あるいは資財

に損傷を与えるハザードのうち，安全上重大な

“好ましくない事象"を取り上げ，その発生の経

路と原因の根源を追究する方法である.

この解析では，頂上の好ましくない事象が発生

する原因となるすべての事象をあげ， ANDゲート

あるいはOR ゲートの論理ゲートを用いて結び，

それらの事象のまた原因となる事象にさかのぼ

り木の校のように組み立てていき，すべての事象

を故障率とか MTBF が推定できる事象(基本事

後)まで追求していき故障の木を完成させる.こ

れにより故障発生の経路が明確となりすべての事

後が基本事象まで分解されると，頂上の好ましく

ない事象の発生の確率も計算することができる.

(4) 手順解析(Procedure Analysis，略称PA)

製造，試験および運用段階での子11頃を検討し，

注怠，警報などが完全に記述，実施されている

か，これに従ったとき，順序外れの事象が発生し

ないかなどの解析を行なう.またノ、ザードが発生

したときの脱出，避難，生命維持などの応急手順
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を設定し，被害を最小にする方法を樹立する.

このようにして安全解析では，システムの潜在

的なハザードを識別し，その影響のきびしさと発

生の確率をしらベ

a) 設計あるいは運用方法を変更し，ハザードを

除去あるいはその影響が小さくなるように制御

する.

b) 運用中のハザードの発生を監視するあるいは

警報装置をつけ，脱出，避難などを確保する.

なお FTA は最初は安全解析のために開発され

た方法であったが，最近は FMEA とともに信頼

性解析にも用いられ，両者の特長を利用すること

により，信頼性ならびに安全性の向上に有効に役

立たせることができる.

7. 運航の信頼性

航空機は高速の輸送機関であるので，安全性の

ほかに，いつも時間表どおりに発着できる定時性

の運航の信頼性が要求される.したがって天候の

不良など止むを得ない場合をのぞき，機材の故障

により欠航および遅延を最小にする要望がある.

機械的な故障なしに飛行を完了しうる確率を運

航の信頼度といい，時間表より 5 分(あるいは 15

分)以 t 遅れないで出発できる確率を出発の信頼

度とし、う.これは設計に固有なうえに，整備技術

に大きく依存する.現用の輸送機の出発の信頼度

は98-99%に達しているが，この向上には

(1)構成品および、部品の信頼度向上

(2) 冗長性などによるシステムの信頼性向上

(3) 故障検出と故障分離技術の向上

(4) MEL(Minimum Equipment List) の活用

などがあげられる.ここで MEL というのは，計

測器あるいは機器の冗長性を考慮し，出発前に最

小限作動しなければならない構成品あるいは部品

を定め，これを満足すれば出発が許される. MEL 

の活用により出発の信頼度はかなり向上しうる.

前述の信頼性あるいは安全性プログラムを開発

に取り入れた場合には，解析，試験など，初期の
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入力デ ター一一ー設 計一一一一ー一一+解 析一一一一一+信府主計}f一一ー一一→ L~~ 力 重を“制限荷重"といい，これに

適当な安全率をかけた“終極荷重"

に耐えることが要求される.現在

の耐空性基準では特別な場合を除

き，安全率は一般に“1. 5" と規定

され，この値は過去30年間にわた

り使用され，静的な強さについて図 2 構造信頼性設計の流れ図

開発における工数，費用は増加するが，運航に入

ってからの不定期な整備が減り，いわゆる初期故

障も少なくなり，整備作業の安定化が早くなる.

なお最近のエアパスなどの設計目標としては

(1)すべての整備は途中の乗り継ぎ点および引

き返えし点の空港で，正規の時間表内で終了しう

ること

(2) 不定期な整備は，航空機が稼動しない期間

(通常夜間)中に完了しうること

をめざし，整備のため近接しやすく，かつ，取り

換え容易なように設計し， (1)に関しては全体の

90%以上の構成品は 1 時間以内に取り換えるよ

う， (2) に対しては取り替え作業 4 時間以上の構

成部品はないように計画されている.

このような運航の信頼性向上には過去において

運航実績のある構成品をできるだけ使用し，もっ

とも故障の多い部品については信頼性改良の努力

をはかるのがもっとも有効である.過去

の経験に富む航空機製造会社では，新し

い航空機の開発にあたり，運航の信頼性，

出発の信頼性などの値をあらかじめ予測

し，公表しうる段階にいたっている.

8. 構造の信頼性

航空機の構造の強さは耐空性基準によ

って航空機にかかる荷重が明確に規定さ

れ，これに対して構造設計を行ない，強

度計算と実物構造の試験で実証されるこ

とで確保されてきた.

耐空性基準では，常用運航状態におい

て航空機にかかると予想される最大の荷

430 

ミえ

。 .01

R 

は経験上十分で、あることが立証されてきた.しか

し，前述のコメット機の事故のような疲れについ

ては，疲れ試験の結果は繰り返えし数あるいは使

用時間であらわされるので荷重に対する従来の安

全率は使用できないので， ICAO の技術マニュア

ル 4) では疲れ破壊の許容確率を 10-5 にとることが

推奨されている.

このような考えは，従来の安全率にかわって静

的強さに安全をとる場合にも使える.

構造にかかる荷重，環境ならびに構造強さに関

する統計的なデータが得られると，図 2 の構造信

頼性設計の流れにしたがって構造の信頼度5) が計

算できる.従来の安全率を用いる方法では，入力

データは確定値と考え，部材ごとに強さと応力の

比を求め，この値が安全率以上であればよいとい

う判定基準であったが，このようにして各部材の

信頼度が計算できれば，冗長設計を取り入れたフ

1.5 

μ1μ2 

2.0 

図 3 強さと応力の比と信頼度(正規分布)

2.5 3.0 

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



ヱールセーフなどの場合を含めて，構造全体の信

傾度が計算できるので，従来の安全率を用いる経

験的な方法より合理的であるといえる.

-例として，強さと応力が，それぞれ(μ1， σ1) , 

(P2 ， σ2) の正規分布をしているとき， 強さと応力

の平均の比 μ11μz と，標準偏差の比 σz/σ1， およ

び強さの変動係数 σ11μ1 をノミラメータとして計算

した結果を図 3 に示す.図 3 では信頼度は，たと

えば 0.999 は .9-3 と表示しである.

アメリカでは国防省が作成し，航空局，航空宇

宙局などが，航空機および宇宙機の構造材料に用

いている MIL-HDBK -5Bめがあり，これには許

容応力として材料製造会社が出す材料の機械特性

の， 99%あるいは90%がこえる AおよびB の値が

示されている.

このA ， B値から材料の機械特性が正規分布を

するものとして航空機に用いられる主要金属材料

の変動係数を求めると 0.02-0.05の範囲にある.

実際には，この材料の強さのばらつきのほかに

寸法あるいは工作，また長期間使用するものでは

腐食など使用中の劣化によるばらつきも考えられ

るが，これらを総合した強さのばらつきが推定で

き，一方荷重のばらつきがわかると，図 3 を利用

して部材の信頼度を計算し，それを用いて構造全

体の信頼度を計算することができる.

なお最近の航空機には非常に高強度の材料が用

いられるため，材料固有の欠陥あるいは工作中に

で、きた傷，または運航中に異物があたり生じたき

裂がもとで，疲れとは別の破壊を生じることがあ

る.このような損傷に対して航空機構造が安全に

飛行を完了しうるよう，損傷許容わ (Damage

Tolerance)設計が要求されている.

これには最近の破壊力学の理論によって，破壊

じん性の大きい材料を選んで用いるとか，き裂の

進展の遅い構造あるいは疲れの場合と同様なフヱ

ールセーフな構造にし，一部に損傷が生じてもほ

かの部材が荷重を受け持つ構造などの採用が必要

である.また発生した損傷を早期に検出しうる非
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破壊検査方法の精度も問題となってきている.

損傷許容設計では，材料の破壊じん性，き裂の

進展速さなどの資料が必要であり，従来の設計，

製造，試験のほかに，品質管理，運航，整備の各

分野における活動が組織的に行なわれてはじめて

構造の安全性が確保される.

むすぴ

航空機の安全性は，航空機の性能，構造，装備

などっくり込まれた国有の特性に，これを維持し

てゆく保守，整備の技術が加わり，さらにこれを

運用する操縦士の技量および航法や着陸を容易に

する地上援助施設の能力が関係する.

したがって，これらがすべてつりあいがとれ，

それぞれの機能が十分に発揮されることによって

安全性ならびに信頼性が向上する.

最近急速に進歩してきたシステム工学の手法や

統計的な解析方法をあらゆる分野に活用して，航

空機の安全性および信頼性向 l二がはかられる.
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